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研究成果の概要（和文）：本研究では、①障害者雇用と企業利潤との関係を検証し、企業によっ

て障害者雇用が企業業績に与える影響が異なることを示した。これは、障害者の雇用にかかる

費用が、企業属性によって異なることを示すため、すべての企業に一定比率の障害者雇用を義

務付ける日本の障害者雇用施策は非効率なことが分かった。②障害福祉サービスに対する障害

者の負担の在り方には、応能負担が正当化できることを確認した。③障害者の労働供給に関す

る調査研究を実施し、賃金決定や差別といった障害者の内部労働市場の基礎分析を行った。 

 
研究成果の概要（英文）：In this project we did three researches. First, we examined the 

relationship between the employment of the disabled and company profit. We found that 

the effects of the employment of the disabled persons on the corporate performance differ. 

This shows that the employment cost is different according to the attributes of the Firm. 

Therefore disability employment policy in Japan that uniformly imposes an employment 

quota of a fixed ratio upon all the private companies is inefficient. Second, we verified that 

the principle of ability to pay is justifiable for the payment system to the social welfare 

services for the persons with disabilities. Third, we surveyed the labor supply of the 

disabled persons and did some primary analyses for the internal labor market of the 

persons with disabilities such as wage determination or discrimination. 
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１．研究開始当初の背景 
 

 日本の障害者雇用施策の主旨は二つある。
第一に、障害者の雇用促進と安定を図ること、
第二に、企業が障害者を雇用するために被る

負担のアンバランスを調整することである。 

 この施策は 1977 年から施行されているが、
公表されている政府統計を見ると、施策は、
今述べた目的に照らし合わせると、円滑に機
能していないことがわかる。 
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これまでの研究では、この施策が円滑に機
能しているか否かを明らかにする目的で、個
別の企業の財務データを使用して、量的な研
究を行ってきた。その結果、施策が障害者の
雇用を促進していないことが明らかになっ
た。また、施策が円滑に機能していない原因
が、障害者雇用に伴う企業負担がバランスし
ていないことにある可能性が高いことも分
かった。しかし、障害者雇用と企業負担との
関係を、企業データを使用して厳密に検証し
た研究は存在しないため、厳密な意味で企業
負担のアンバランスが実証的に支持される
か否かはわかっていない。 

 
 

２．研究の目的 
 
 本研究の目的は、障害者雇用に伴う企業負
担の均等化がなされていないこと、同時に、
障害者雇用が促進されていないことを、東
京・大阪労働局が管轄する企業の財務データ
を用いて、厳密な形で検証・再確認し、日本
の障害者雇用施策が円滑に機能しない原因
を明らかにすることである。 
 日本の障害者雇用施策に対して土橋俊
寛・尾山大輔(2008)｢経済学からみた障害者
雇用納付金・調整金制度｣『日本労働研究雑
誌』No.578 は、各企業がその規模に応じて比
例的に雇用させる一律雇用率は、各企業の多
様性とそれに基づく障害者雇用に対する機
会費用を考慮していないため、非効率である
と主張する。 

本研究代表者のこれまでの研究では、罰則
措置が有効な企業と無効な企業があり、有効
な企業で、障害者雇用が企業利潤にマイナス
の影響を及ぼしている可能性があることが
明らかになっている。これは、障害者雇用に
対する機会費用が高い企業がより多くの障
害者を雇用している可能性があることも示
唆する。 

従って、障害者雇用が企業利潤にマイナス
の影響を与えているか否かを、企業属性別に
検証することで、土橋・尾山(2008)の主張の
妥当性を確認し、日本の障害者雇用施策が円
滑に機能しない原因を明らかにする。さらに、
本研究と、これまでに行った研究成果を組み
合わせることにより、日本の障害者雇用施策
に対する包括的な評価研究を展開すること
が本研究の最終的な目的である。 
 
 
３．研究の方法 
 
（１）方法 
 第一に、障害者雇用施策が、民間企業の障
害者の実雇用率と雇用障害者数を増加させ
ているのかを確認する。 

第二に、障害者雇用に伴う費用負担が均一
になっているか否かを Hellerstein et 
al.(2002)が開発した「マーケット・テスト」
という手法で確認する。これは、分析対象と
なるグループに属する社員がその他の従業
員に占める比率と企業利潤が相関するか否
かを確認する手法で、企業負担が均等化され
ているなら、相関は検出されない。 
 第三に、施策の包括的な評価研究を行う目
的で、READ（障害と経済の研究：学術創生研
究：研究代表者 松井彰彦 東京大学教授）
で実施されたアンケートデータを使用して、
障害者の労働供給に関する分析、特に賃金関
数の推定、障害年金受給に伴う労働供給のデ
ィスインセンティブ効果の検証、を見据えた
一時的基礎分析を行う。 
 
（２）データとサンプル 
 研究に使用するデータは 2000 年から 2006
年の個別企業のデータ及び READ のアンケー
トデータである。サンプルは、東京・大阪労
働局が管轄する企業で東京証券取引所一部
に上場している企業を選択した。これらのデ
ータは『企業財務カルテ』（東洋経済新報社）
を使用して追加的に必要になる企業の財
務・人事データを収集した。 
 労働供給に関する研究では、READ のアンケ
ート調査データを使用した。 
 
（３）研究論文への纏め上げと成果 
 平成 22 年度には、先行研究のレビュー、
データ収集及びデータベースの構築・一次的
基礎分析を行い、学会および公開講座で成果
の報告を行い、コメントなどをいただいた。
平成 23 年度には、総合的な分析を行い、各
種研究会、国際学会で報告した。これらの研
究成果は、いただいたコメントをもとに改定
し、邦文の研究報告書、査読付き雑誌、およ
び英文の査読付き雑誌に投稿した。 
このうち、邦文の査読付き雑誌に投稿した

ものは掲載されており。英文の査読付き雑誌
に投稿したものは、まだ掲載されていない。 
 
 
４．研究成果 
 
（１）研究の主な成果 
①東京労働局と大阪労働局が管轄する民間
企業をサンプルにして、業種と規模、立地場
所の等しい企業をサンプルとしてマーケッ
ト・テストを行い、障害者雇用が企業利潤に
与える影響を比較した。 
その結果、東京の零細企業では障害者雇用

が企業の利潤を減少させるが、大阪ではその
効果は検証されないこと。また、大阪の大規
模製造業でも障害者雇用が企業利潤を減少
させている効果が検証されたため、同じ場所



 

 

に立地しており、業種も同じ企業であっても、
従業員規模が異なれば障害者雇用が企業利
潤に与える影響が異なることが分かった。 

これは、企業によって障害者雇用が企業業
績に与える影響が異なることを示唆してい
る。従って、すべての企業に一定比率の障害
者雇用を義務付ける日本の障害者雇用施策
は非効率であることが分かった。 
 
②障害者自立支援法の施行時より問題とな
ってきた、応益負担と応能負担のいずれが望
ましいのかという問題を取り上げ、応能負担
が、現在の日本でも、経済学的に正当化でき
ることを実証研究のレビューを通じて明ら
かにした。また、製造大企業では障害者雇用
と企業利潤はマイナスの関係があることが
分かった。これにより、障害者雇用の機会費
用が高い企業にも低い企業にも一律の雇用
率を課す、現在の制度には非効率性が内在す
ること確認した。 
 
③日本の障害者雇用施策の包括的な政策評
価を行うために、労働供給面からの障害者の
就労行動に対する分析が必要である。しかし、
障害者の労働供給を経済学的に分析するこ
とができるデータは存在しない。 

そこで、学術創生研究「総合社会科学とし
ての社会・経済における障害の研究」（研究
代表者：松井彰彦 東京大学教授）において、
障害者の日常生活・就労行動に焦点を当てた
アンケート調査の実施に、当該プロジェクト
の連携研究者及び本研究の研究代表者とし
て参加した。平成 23 年 3 月には、この調査
及び調査の一時的基礎分析の結果を取りま
とめた 
 
④学術創生研究「総合社会科学としての社
会・経済における障害の研究」が行った障害
者に対するアンケート調査のデータを使用
して、ⅰ身体障害を持つ人で正規職員として
働いている人の賃金プロファイルがフラッ
トなこと、ⅱ障害者の教育収益率が高いこと、
ⅲ身体障害者の労働市場には、統計的差別が
存在している可能性が高いこと、を明らかに
した。 
 
⑤以前行った、障害者に対する労働需要に強
く影響すると予想されるファミリーフレン
ドリー・均等化推進施策が円滑に機能する条
件を、経営者の規律付け（コーポレート・ガ
バナンス）との関係を検証して明らかにした
研究を、改定し、邦文の査読付き雑誌に掲載
された。 
 
（２）得られた成果の国内外における位置づ
けとインパクト 
 障害者雇用に対する厳密な経済学研究は、

日本で初めての試みであったため、経済学研
究の分析対象範囲の拡大に貢献できたと考
える。国際的にみても障害者雇用施策に対す
る経済学研究は少ない。本研究では、日本で
行われている障害者雇用施策の事例である、
雇用率・納付金制度を対象としている。これ
は、世界的に見ても初めての取り組みである
ことから、経済学の研究領域の拡張にも貢献
できた。以上のことから、本研究は、経済学
の立場から当該領域に初めて切り込んだ研
究と位置づけられる。 
 この研究には現実的な意義も大きいと主
張できる。日本で障害者雇用は促進されてい
ないが、本研究でその理由が解明された。こ
れにより、理念的なものではないという意味
で、障害者雇用施策への現実的な的な政策提
言ができた。このため、本研究の特徴は、現
実の社会に対してきわめて有益なものと位
置づけられる。研究成果を社会に還元する、
障害者の抱える諸問題を社会に普及すると
いう点では極めて強いインパクトがあった
と考える。 
 
（３）今後の展望 
 今後の展望は、まずは、残された課題を処
理していくことである。一つ目に、障害者雇
用に伴う企業負担を、雇用調整速度、費用関
数の推定といった別の角度から検証するこ
とである。二つ目に、障害者の労働供給の実
証研究をより厳密な形で行うことである。三
つ目に、障害年金と障害保険といった、障害
者の所得保障及び労働インセンティブに関
する経済学的研究を行うことである。 
 これらの課題に取り組みながら、現在はデ
ータの整備不足などの理由により、経済学的
な分析が皆無である障害者の福祉的就労、障
害者の施設で生活を営む障害者やその家族
の生活がどのようになっており、福祉施策は
彼らの経済状況を適切に保障できているの
か、といったテーマに対して経済学研究を行
うこと、以上が本研究に関する今後の展望で
ある。 
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